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中部地域での花王販社の設立と統合の過程
佐々木聡
はじめに
　本稿では，花王の販社戦略の展開についての地域別経営史的研究の一環として，東海・北陸
地区すなわち中部地域の各花王販社の設立過程と経営状況，および広域販社への統合過程を検
証することにしたい。
　他の地域の販社の検証と同様に，この地域の販社の検証に際しても，まずこの地域の販社が，
全国の販社のなかで，どのように位置づけられるのかを確認する。
　そのうえで，名古屋，三河，豊橋の各地区をはじめ，岐阜，静岡，富山，石川，福井の各県
の販社の設立と整備・統合の過程を検討する。なお，三重県は，流通上の位置づけとしては愛
知や岐阜と並んで「愛・三・岐」と称され，花王販社の系譜としても中部花王へ統合されてゆ
くことになる。しかし，花王石鹸本社販売部の統計上，一般的な地域区分と同様に近畿地区に
分類されており，すでに別稿1＞で検討したので，ここでは必要に応じてふれるにとどめ，検
討の対象からは除外する。
　他方，本稿で検討の対象とする1970年代は，花王石鹸本社のマネジメントの合理化・近代
化戦略との関連でみると，1970（昭和45）年の「物流近代化5力年計画」や，1973年の「ロ
ジスティック・システム開発3力年計画」および1975年設置のLIS（Logistic　Information
System）委員会の活動によって，物流システムの合理化やOS（On　Line　Supply　System）の
普及が推進された時期でもあった2）。そこで，この地域の各販社の経営の検討に際しては，こ
うした動きとの関連にも注意することにたい。
1．東海・北陸地域販社の全国的な位置
（1）人的規模とファミリーストア店数
まず，全国の花王販社の活動のなかでの京阪神・近畿地域の位置づけを確認しておくことに
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したい。参考とする経営史料は，花王石鹸販売部が1970（昭和45）年9月に作成した『販社
体制整備3力年計画』3）と1971年3月に作成した『販社体制整備5力年計画』4）に収録され
たデータであり，1969年から1970年にかけての実績を示したものである。
　表一1は，この時期の全国各地域の販社の従業員数，配送車（傭車），ファミリーストア店
（花王製品販売小売店）数，販路別売上構成，平均月商（売上高），対象（当該地域）人口，
1人当り花王製品月額消費高，対全国売上高構成比などを示したものである。
　まず人的規模をみると，合計数が172名であり，全国の人員数の10．6％に相当する。ちなみ
に京阪神・近畿地域の合計数345名のほぼ半数ということになる。経営責任者の数は10名で全
国の0．9％であり，セールス人員数は76名で全国の10．3％である。事務職員数は45名で，これ
も全国の98％である。したがって，総数でも，職務別人員の配置数でみても，いずれも全国
の約1割の人的規模の地域であったということができよう。
　販社との取引関係のある小売店すなわちファミリーストア店数をみると，5，431店である。
全国のファミリーストア店数が59，708であるから，その約9．1％に相当する。したがって，こ
の面でも全国の1割近い規模であったことがわかる。
（2）直販比率と売上規模
　ところで，花王石鹸が，1968年に販社経路のみを流通経路とするシリーズ製品を発売した
直後の花王製品の流通経路の全体像は，図一1の通りである。流通経路と取引関係は，同図に
示されるように16通り存在するが，これらのうち販社の売上高となるのは，③，④⑤，⑥
と⑩，⑯の経路経路を通じた取引関係によるものである。さらに，このうち⑩と⑯が販社から
小売店への直接販売いわゆる直販とされ，その販社全売上高に占める比率を直販比率という。
　東海・北陸地区全体の直販比率は不明であるが，東海地区の直販比率は，表一2に示される
ように，静岡県の販社全体で38．6％，愛知県の販社全体で30．8％である。岐阜県は岐阜花王1
社のそれの32％とみてよいが，東海地域全体で34．1％となっている。表一1に示されるように，
全国でみると54％であるから，東海地域全体でみても各県でみても，その全国のレベルより
も低い。むしろ，その補完的経路としての代行店や，既存の代理店経路の比率が高くなってい
ることが理解されよう。
　一方，北陸地域をみると，全体で46％と東海地区よりも高い。ただし，県別でみると，差
異があり，石川が58％と全国レベルよりも高いが，富山が43％，福井が33％と全国平均より
も低かったことがわかる。すなわち，北陸地域でも，代行店やその他の経路の方が多く利用さ
れている状態であった。
　また，平均月商をみると，表一1および表一2に示されるように東海地区と北陸地区の平均
月商の合計額は3億3，205万8，000円であり，全国の総売上のなかで11．3％を占める状況にあった。
表一1　全国各地域別の販社従業員数・ファミリー店数・売上構成（1970年8月）・売上高関係データ（1969年）
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西部地域合計 51 404 161 236 852 4933，549 一 一 一 1，286，82541，999 3α64 43．88
全国合計 106 738 316 4601，620 105 59，70854．0 一 一 2，932，810102，747 28．54 100．00
（注1）東部地域全体の販路別売上構成は判明していないが，東京では直販57．5％，代行425％であり，神奈川地区では直販53％t代行42．4％，その他
　　　4．6％，栃木・群馬・茨城の合計値で直販648％，代行352％となっている。
（注2）東海・北陸地方全体の販路別売上構成も判明していないが，北陸地方では直販46％，代行49．1％，その他49％であり，東海地方では直販34．1％，
　　　代行54．7％，その他1L2％となっている。
（出典）花王石鹸株式会社販売課『販社体制整備3ヶ年計画』（1970年9月），同『販社体制整備5ヶ年計画』（1971年3月）。
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図一1　花王製品の流通経路概略（1968年7月）
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（注）　　波線の太線は従来品の流れを，実線の太線はシリーズ商品の流れをそれぞれ示している。
（出典）　花王石鹸（株）マーケティング部『新しい販売制度の手引」（1968年6月1日）3～4頁所収
　　　「新しい販売制度の要点」の概説表より作成。
この面でも全国の約1割であったといえよう。この合計額約3億3，205万8，000円から，図一1
で示した②，⑦，⑧⑨，⑬，⑮の販社以外の経路，すなわち表一2の販社名欄の静岡県の「そ
の他」123万円と岐阜県の「その他」の624万8，000円の合計額747万8，000円を差し引いた額の
3億2，458万円を東海地区の販社数12で除して算出される販社1社当たりの平均月商は2704万
8，333円となる。
　この時期の全国の販社の経営分析を通じて，花王石鹸販売部では，販社としての最低月商は
2，000万円以上が最低ラインであるとし，直販比率は全国平均で54％であるが早急に60％以上
にする必要があるとしている5）。
　この基準に照らすと，東海地域の販社は直販比率の向上が求められる販社が多かったが，一
方で，月額売上高の最低基準を満たす販社が多かったことになろう。また，同じ分析のなかで，
都市部と地方の平均月商を分けてみており，それによると都市部の販社の平均月商が3，526万
円であり，地方の販社のそれが1，652万円である6）。したがって，東海地区の12販社の平均月
商の約2，705万は，都市部と地方の販社平均月商の中間値2，589万円よりも少し上回る実績で
あったことが理解されよう。
　なお，一連の花王販社に関する別稿7）と同様に，今後，本稿では月額売上高2，000万円未満
を小規模販社，2，000万円以上4，000万円未満を中規模販社，4，000万円以上を大規模販社と呼
ぶことにしたい。
表一2　中部地方の販社別従業員数・ファミリー店数・売上構成（1970年8月）・売上高関係データ（1969年）
従業員数 販路別売上構成（％） 売上高関係データ
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Q2．81
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（注1）1人当花王製品月額消費高は下記出典では「1969年下期の月額平均総売上高を販社別対象人口で除したものである」
　　　としながらも，表示されている数値がそのようになっていないことが多いので修正した数値をここに表示した。
（出典）花王石鹸株式会社販売課「販社体制整備3ケ年計画』（1970年9月），同『販社体制整備5ケ年計画」（1971年3月）。
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　ところで，この売上規模と関わる指標といえるが，表一2に示されるように，1人当り花王
製品月額消費高をみると，東海地区の27円4銭は全国平均の約28円54銭より下回っているが，
そのなかで静岡地区は36円81銭ときわめて高い。表一1に示された他地域のそれと比べると，
京阪神地域に次いで高いレベルにあることがわかる。静岡地区は，しばしば「テスト・マーケッ
ト」の対象となるが，こうした事情とも無縁ではなかろう。
　以上のように，東海・北陸地域の販社を全体としてみると，マンパワー，ファミリーストア
店数売上規模のいずれも概ね全国の1割の規模にあった。また直販比率は，全国平均よりも
低く，代行店やその他の経路の利用率が高かった。また平均月商を販社平均でみると，都市部
と地方の平均月商の中間的な地位にあり，そのなかで静岡県は，他県と比べた同県の購買力の
相対的な大きさも考慮しなければならないが，特に花王製品の浸透度が高かった地域であった
とみることができる。
　こうした地域の特徴が，各地域の販社設立の事情や経営状況とどのように関わるのかに注意
しながら，検討を進めることにしたい。
2．静岡県での販社の設立過程と経営
　静岡県では，図一2の系譜図に示されるように，東部静岡，西部静岡，中部静岡および第一
静岡の4社が設立された。これらは，1967年10月から翌年2月までの4ヶ月間に設立されて
いる。以下，それぞれの設立過程と経営状況についてみてみることにしたい。
（1）東部静岡花王製品販売の設立と経営
　東部静岡花王製品販売は，1967（昭和42）年10月に，三島市の花王代理店の伊伝商店（同
市久保）の単独出資300万円をもって設立された。当初は，静岡東部地域の花王代理店であっ
た沼津市の西島商店（同市通横町）と小川荒物店（同市末広町）による2店での販社設立の意
向もあって，伊伝商店にる単独設立の主張と相容れなかった。その一方で，参加が期待された
千代鍛冶（本店：静岡市金座町）沼津は，近く設立されるべき中部静岡の営業所という立場を
主張して不参加を表明した8）。
　このため，結局，伊伝1社が母体となって，東部静岡花王が設立されることとなった。伊伝
社長の村上伝右衛門が社長となり，伊伝の社屋と倉庫を借りるかたちでスタートを切った。設
立半年後の1968年4月，資本金を600万円に倍額増資した。このときには，前述の西島商店9＞
と小川荒物店も資本参加した。翌年の1969年1月には，三島市玉川に新社屋を取得し，借社
屋から離れて独自の65坪の倉庫・事務所（土地315坪）を確保した。同年6月には，他の複数
の卸店10）も資本参加し，900万円に増資している。
　ちょうどその少し後の時期の東部静岡花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，
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図一2　中部花王販売㈱の系譜図（静岡・愛知・岐阜・三重・富山・石川・福井）
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① 八島薙王製品販豪1桂）?
＿△島薗盧＿＿?
　　1967年9月・．9．層99．「■．9．層．9．9．曾．，「「．，
④ 300万円
① 名古屋花王製品販売（株）　　　　　　　．噛幽9・9．9層．．．曾．
（商号変更） 迄y．■，．，，，，．■曾．，@　　　八島茂弓㊥ ■，，甲甲，，噛，・．曾．曾曾9．曾．，．，，@　　　1968年9月 ① ．，韮iヒ製贔幕海販売㈱9・9◎ 　　…9・9「．曾．曾．，「響，甲りP　000万円 ② 八島茂弓 ・．・9・9・・
＠． ＿＿虫享花王製晶販発㈱．一．．．＿
??
曾曾■．，，，，Q．一．－19Z1缶U月．＿，，，．　　　1　000万円
② 伊藤伊，永井商事
③’ ●9曾■9■層9■9曾■■曾■■■■r，■，7幽曹・D＿＿＿＿！9餌年5月＿．．＿＿．
通y 1　200万円
① 三河花王製贔販売（抹）＿．＿?
拓尽尾．，太酉商底．亟盒商店
③ 1968年8月
④ ・，・9・．曾．曾曾■．．，，，甲T00万円
① ＿＿景掻死王製品販売1掬＿＿．，
σ 植原壷胤，．力主シ≧．
③ 1968年10月
④ ・．．・．・9．9■・9曾．曾「曾．曾「曾．，．，，，@　　　　400万円
① ＿＿些皇花王製品販売（株）＿．．＿ ① 中部花理…褒㈱．
＠ 武山助弥商店、．訟惣塵庫，．，油責．
??
衷海獲王極豪〔掬　八島茂弓．・「・・9・9曾．・9曾．．「響，響， ?
．．尭崎凱，＿．
③ 1968年4月 ③ 1986年4月
?」?
④ ・・．・・9．9■9曾．曾「．．，．，，，，@　500万円
?
．9■曾．「曾．曾，，，，@1億80万円
　1991年7月9・9．9曾．．．，，．一一一．一．一．一．
Q億1，976万円
① 中川商店花王部　　　　　．9・9…9・曾曾層
＠ ．甲響，7，@　　　　中川商店
③ ，．幽．・．・■9．．9．9■「．．曾．，．．．「「，．「@1966年11月
1970年3月に花王製品南三重
ﾌ売（株）の代行店となる
④ ’’’’’’’’’’’” ＝f’”響”り’　
① ＿＿悲勢花王製品販売（抵）．　．、
迄y今村商店　水谷商店．福井商店，江川屋商店ほか
③ ，…9・．．・9・．曾．曾．．曾．．，，，，．，，，り，@　1967年2月③’ ．曾層．層9．層．曾「．，．，．■，，響，甲，7@　　　　300万円
① 中部三重蕉重製贔販泰美燧）＿．．
⑫ 冨田屋ほか
③ 噛・・．9・・■9．9層．9■9．．・．曾．「層．．曾層，．「響@　1968年5月 ① 花王製品南三重販売（株）・・ ・．・9．．曾．曾．曾．，，，，甲，
④ ・・9．9・．9曾．曾．曾．曾層，曾．曾．■．，．「，．，，，，，，@　　500万円 ② 冨島利明　　　　　　　9・・曾． ．9層9．，曾．，「，，響，，，F③ 1970年6月　　　　・…9．9・① ＿＿南蟄詑王甦晶販奔㈱ ?．．．，「，．，甲，@　　1　200万円．・9・② 合同商事　　　　　　・・…
冨 ．．．．「「響■，，，7F甲@　　　1968年9月．．．．＿．＿．．
㊥ ．．，響7，，@　　　　400万円
① 三重第＝花王製贔販嚢工株）．＿．
＠ 　　内田康一・，・・9・・9．9・9・．曾■．・9・．曾．曾．「．曾．，．■，，
③ 1968年10月
◎ ・…9．層9．．曾．．曾■曾「曾．．．，■．，．，，，@　　　○（株）内金
㊨ ．．曾．曾曾層曾「．曾，，響，，，，曾■，，■．，．，@　　　　500万円
① 富凱韮王製品販売（握）．＿＿．
迄y ，，7@　　．野村米次郎商店＿．，．．．．，，
③’ 1968年7月
④ ・・．・・9■・．・9・・…．．9．・．9．「．．曾「．．曾．．．@　　900万円
① ＿＿石川花王製品販売（株）　．＿
萄響 短野商店ほか．．．，．．．．＿
??
．＿北圃鯉題売1搬一．．．一
@　　高見勇松
可 ，．，甲@　　　1967年8月
?
■■■，■■7，噛幽・「・・．・@　　1982年4月　　　　．．・． 「9．・ 9■．．「曾
④ ．幽．，9噛・．「噛…9・9噛曾．，層9・．「@　500万円
?
，■，@　　5　560万円
① ＿＿」構荘花王製晶盟豪㈱．．，．．＿
② 野地正大堂
③ ・・．・9．・．曾．■曾．．・．．．曾．，．．．．曾．，層■響．．，．，甲甲，@　　　1968年7月
※ ㊥ ・．9・「．層．．．■響響「「「．．，．，響．響．，「響．，響．．，．，甲，@　　　　700万円
①社名
②関係卸店あるいは経営者
③設立年月
④創業時資本金
　参考資料：「花王販社ヒストリー」ほか。
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直販比率は46％であり，前述の全国平均よりも低いが，静岡県のなかでは比較的高い。これ
については，ファミリーストア店数が577であって，静岡県の他の販社よりも多いことが関係
しているとみられよう。代行店が32％となっているのは，伊伝はじめその他の資本参加代理
店が図一1の③と⑪の経路すなわち代行店としての地位を確保し，従来の関係取引先を販社に
さほど供出しなかったことが考えられる。またその他の経路が22％となっているのは，既得
権の尊重や輸送上の合理性という観点から，図一1でみた④⑤⑥の経路を継続したことに
よる。
　平均月商をみると，表一2に示されるように，約2，168万円であり，後述する西部静岡花王
や中部静岡花王よりも低い実績となっているものの，前述の花王石鹸販売部の想定する最低ラ
インの2，000万円は超えており，ここでいう中規模販社の部類に属する。
　その後，1974年6月にはコンピュータを導入し，管理業務と販売業務の効率化をはかった。
・そして，1986年7月には，花王三島流通センターを併設した東部静岡花王の新社屋が完成し，
静岡県東部の物流・商流の基地としての重要性を増すこととなった11）。
　（2）西部静岡花王製品販売の設立と経営
　西部静岡花王製品販売は，1967年11月，浜松市の花王代理店の木村屋（同市菅原町）が中
心となって，資本金600万円をもって設立された。東部静岡花王製品販売設立の翌月のことに
なる。当初は，同じ浜松市の花王代理店の市川文平商店（同市東田町）との協業によって設立
される予定であったが，結局，市川商店は参加しないこととなった。木村屋のほか，地元浜松
市の1店も得意先公開を条件に参加して，設立のはこびとなったのである12＞。
　社長には，木村屋社長木村安之助の実弟の木村次七が就いて，浜松市東伊場町の営業所で事
業をスタートさせた。1969年8月には，浜松市菅原町に移転したが，2年後の1971年9月には，
浜松市有玉南町の鉄工所であった土地・建物を取得して，営業拠点とした。
　表一2によって，1969年から70年頃の西部静岡花王の経営状況をみると，ファミリースト
ア店数が572，直販比率が39％となっており，いずれも静岡県では前述の東部静岡花王に次ぐ
位置にあった。販路別売上構成のなかで，その他が34％と高くなっているのがこの販社の特
徴である。これ，は図一2の④，⑤および⑥など，販社の設立母体となった代理店以外の従来
の取引経路を活用していることを意味している。いわば地域的な特徴でもあろう。
　平均月商は，約3，133万円であり，中規模販社といえる。この値は，前述の東部静岡花王を
上回っているが，後述する中央静岡花王に次ぐ地位にあった。ただし1人当り花王製品月額消
費高でみると，36円77銭となっており，これは東部静岡花王と中央静岡花王よりもわずかに
低いものの，表一1に示される全国平均の28円54銭よりも，かなり高い値であることがわかる。
ちなみに，1968年10月から1969年1月までの4ヶ月間の全国の販社の売上実績のランクでは，
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西部静岡花王は第16位に位置づけられている13）。
　なお，その後1974年3月にはコンピュータを導入している。
（3）中部静岡花王製品販売と第一静岡両花王製品販売の設立と経営状況
①中部静岡花王製品販売
　中部静岡花王製品販売は，1968年1月，千代鍛冶の単独販社として，資本金500万円をもっ
て設立され，社長には千代鍛冶社長の岡部仁之助が就いた14）。ちなみに，この千代鍛冶は，花
王の創業者である初代長瀬富郎が1889（明治22）年に馬喰町に長瀬商店を開業して以来の取
引先である15）。
　設立2ヶ月後の1968年3月には，100万円を増資して600万円の資本金となったが，このと
きに剣持商店が資本参加している16）。さらに1973年8月には，300万円を増資し，900万円の
資本金となっている。後述する第一静岡花王との合併直前の1975年3月には，流通センター
に新社屋を完成させている。
　表一2に示されるように，1969年から70年頃の中部静岡花王の人員数は15名であり，静岡
県内の販社では最多である。また，ファミリーストア店数は446であり，直販比率は36％であっ
た。これらの値は，前述の東部静岡花王および西部静岡花王よりも低い。代行店比率が48％
であり，直販よりも高い比率となっていることは，母体代理店すなわち千代鍛冶の従来の流通
経路を利用する度合いが高かったことを示している。当面は，知名度と信用度の低い新設販社
よりも，従来の千代鍛冶の信用を基盤とする流通経路を重視したのであろう。
　この販売方針が功を奏したともみられるが，平均月商は約3，739万円の中規模販社となって
おり，静岡県の販社のなかではトップであった。大規模販社にいま一歩の実績である。ちなみ
に，1968年10月から1969年1月までの4ヶ月間ゐ全国の販社の売上実績のランクでは，中部
静岡花王は第12位に位置づけられている17）。
　一方，1人当り花王製品月額消費高をみても，36円80銭であり，他の静岡県の販社と同様に，
全国の販社のなかでは高かった。
②第一静岡花王製品販売
　第一静岡花王製品販売は，1968年3月に静岡市の花王代理店のなすや（同市人宿町2丁目）
の出資400万円と，望月商店はじめ7社の出資100万円の計500万円をもって設立された18）。
第一静岡花王の社長には，主たる出資者であったなすやの社長の木村候三が就いた。
　第一静岡花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，ファミリーストア店数は
190，直販比率が35％といずれも静岡県の販社のなかで最も小さい値である。直販経路に代わっ
て，代行店比率が52％と高くなっている。これは，なすやを中心とする出資各社が従来品を
中心に販路としての実績を確保していたことを示している。
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　平均月商をみると，約2ρ73万円であり，静岡県内では低い実績であるが，前述の花王石鹸
販売部の最低基準を満たす中規模販社といえる。花王製品の1人当り月額消費高は，36円69
銭で他の静岡県内の販社のそれと遜色のない値となっており，静岡県全般に花王製品の浸透度
が高かったことが確認できよう。この点は，木村候三も「静岡は花王が非常に強いところ」と
しており，静岡市内の中部静岡花王とは「お互いによい意味での競争をしてい」て，「なにか
問題がおきたとき連絡しあって調整してますんで，トラブルがおこったり，小売店に踊らされ
たりすることはありません」と述べている19）。このことから，同一エリア内の中部静岡花王と
第一静岡花王の関係が比較的良好であったことが推察されよう。
③静岡花王製品販売への統合
　花王石鹸販売部では，1971年3月の時点で，静岡県の販社については「種々の情勢より4
　　　　　　　　　　（ママ）販社の現状を維持して行くが48年末には静岡市内にある中部，第一の2販社を合併，結果と
して，静岡県を3分した形で3販社に整理統合する」という構想をもっていた20）。前述のよう
に両社の関係が良好であったことも，合併が促される要因であったろう。しかし，現実には当
初予定の1973（昭和48）年末より1年半ほど遅れて，図一2に示されるように，1975年5月に，
中部静岡花王と第一静岡花王が合併し，資本金1，650万円の静岡花王製品販売株式会社となっ
た。社長には，1973年1月から中部静岡花王の社長となっていた岡部圭三が就任した。
　なお，静岡花王製品販売では1975年7月には，コンピュータを導入し，オンライン・サプ
ライ・システム（OS）へ移行した。その翌年の1976年1月には，販社内に直販店全店の店名
を記した壁面パネルを設置し，各販売店の各ブランドごとの配荷状況を正確に把握して，これ
を活動目標に採り入れて，配荷率の向上をはかるようにした2D。また，　OSを活用した月次販
売予定の作成にあたっては，本社から示される戦略的資料やブランド目標値と販社の通期デー
タとの差異を検討・調整して，目標値の精度向上をはかった22）。
　1978年9月には，「ロリエ」が全国にさきがけてこの静岡地区で発売されたが，これも前述
の静岡地区での花王製品の浸透度と関係があろう。なお，同年10月には引き続き，愛知県と
岐阜県で「ロリエ」が発売され，翌年11月には全国へと広がった23）。全国販売完了直前の
1979年9月には，花王石鹸本社と静岡県および後述する愛知・岐阜両県の東海地区7販社に
よるロリエ推進部隊が結成され，先行発売地域販社として益々の製品浸透をはかった24）。
　なお，1982年8月には，花王石鹸静岡営業所が，静岡花王製品販売に同居している。
（4）静岡県の市場と問屋の動向
　当時の静岡県市場について，花王石鹸販売部では次のようにみているas）。まず中部静岡花王
の母体である千代鍛冶は，浜松を除く静岡県下一円を掌握する有力問屋であり，競合相手のラ
イオン油脂やライオン歯磨の専門部も設けており，花王販社にとって有力な競争相手であると
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している。
　浜松地域では，林屋（浜松市松江町）がライオン油脂製品部を置く有力店であるが，西部静
岡花王の母体となった木村屋が，現状では日本サンホームやライオン歯磨の代理店も兼業して
おり，将来的には林屋を抜く存在となるとみている。他方，富士川以東では，東部静岡花王の
設立母体となった伊伝があるが，石油や食料品などへの多角化を展開しており，販社と直接的
に競合する相手とはみられなかった。
　このように，販社設立母体を有力な競合相手としながら，その後，静岡県内の花王の3販社
は事業を継続し，図一2に示されるように，1987年5月には，資本金6，100万円の静岡花王株
式会社へと統合されることとなった。
3．愛知県・岐阜県での販社の設立過程と経営
　愛知県では，図一2の系譜図に示されるように，八島花王とその後身の名古屋花王，中京花
王，三河花王および豊橋花王の4社が設立された。岐阜県では当初から，全県で1社の販社が
設立された。これらは，1967年9月から翌年10月までの1年あまりの問に設立されている。
以下，それぞれの設立や統合の過程と経営状況についてみてみることにしたい。
（1）名古屋花王製品販売・中京花王製品販売から花王製品東海販売へ
①八島花王製品販売から名古屋花王製品販売へ
　1967年9月に名古屋市の特約店であった八島商店（所在地不明）の単独販社として，資本金
300万円の八島花王製品販売株式会社が設立され，社長には，同商店の八島真弓が就いた26＞。
　1年後の1968年9月，八島花王製品販売は，名古屋花王製品販売株式会社へと商号変更す
ると同時に，新資本金を1，000万円とした。その際桜屋商店（名古屋市中区若松町），駒田商
店（同市同区東陽町）の花王代理店のほか，加藤商店（所在地不明），富美屋（所在地不明），
月形屋（所在地不明），中山商店（所在地不明）など6店が資本参加している27）。さらに，同
年12月には，同月に谷屋（所在地不明）と合併した亀屋（所在地不明）も，50万円を出資し
て資本参加した。また，1970年11月には弥生町に新社屋が完成している。
　その少し前の1969年から70年の頃の名古屋花王の経営状況をみると，表一2に示されるよ
うに，人員規模は18名と東海地区では最多であった。ファミリーストア店も517店であり，東
海地区では前述の東部静岡花王や西部静岡花王に次ぐ安定取引先をもっていた。このため，直
販比率すなわち図一1の⑩と⑯の経路の比率は48％と，東海地区で最も高かった。しかもそ
れと同率の代行店比率であった。このことは，図一1の③の経路すなわち，すなわち母体と
なった代理店の経路も尊重されていたことを意味する。
　平均月商は約2，828万円と中規模販社に属する実績であったが，花王製品1人当り月額消費
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高22円79銭とさほど高くはなっていない。この花王製品浸透の程度は，同表にも示されるよ
うに，愛知県の他の販社にも共通することであった。
②中京花王製品販売
　196S年5月には，名古屋市の有力な花王代理店であった伊藤伊（名古屋市中区花園町）と
永井商事（同市同区新栄町）を中心に，前述の名古屋花王への出資店を除くすべての代理店や
特約店などが参加して，中京花王製品販売株式会社が設立された。この販社設立に際しては，
当初は，母体となった伊藤伊を中心に反対の意向が強かったとされるが，その詳細は不明であ
る。いずれにせよ，花王本社販売部と中京地区担当の販売員の努力と代理店関係者との密接な
意見交換によって実現されたとみられる28）。
　中京花王の設立時の資本金は，1，200万円であり，これは東海・北陸地域で最大規模であった。
反対運動が裏返って，逆に多くの代理店・特約店の力が結集したことによると思われる。
　1969年から70年頃の中京花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，資本金規模
の割には人員は15名程度であった。ファミリーストア店数も，390店であり，同一市場圏の名
古屋花王と比べると少ない。これは，中京花王の設立に参加した代理店が，みずからの参加特
約店や小売店の経路を，さほど中京花王に提供しなかったことによるとみられる。このことは，
直販比率すなわち図一1の⑩と⑯の経路の売上高比率がわずか20％となっていて，逆に代行
店経路すなわち同図の③の経路が80％と高くなっていることからも理解できよう。
　いずれの経路を尊重したにせよ，多くの卸店の参加を得て規模の大きな経営となったことが
反映して，平均月商は，表一2に示されるように，約7β61万円にもなっていた。本稿での区
分では大型販社に属するものであり，東海・北陸地区では最大の売上規模を誇る販社であった。
全国のなかでも，前述の1968年10月から1969年1月までの4ヶ月間の全国の販社の売上実績
のランクでは，首位の大阪花王製品北部販売，第2位の大阪花王製品南部販売に次いで，第3
位に位置づけられるほどであった29）。これは，大阪地区と同様に，表一2の販売対象人口の大
きさにも示されるように，市場規模の大きさにもよるものであった。しかしながら1人当り花
王製品月額消費高をみると，22円78銭であり，さほど大きくないことがわかる。
③合併による花王製品東海販売の設立
　花王石鹸本社販売部では，1970年9月の時点では「名古屋市内の中京，名古屋2販社の合
併が理想的ではあるが現状からは無理」であり，「名古屋花王の売上をあげながら中京花王と
バランスをとって競争させて行く方策が有利」であると考えていた30）。しかし，その半年後の
1971年3月頃になると「整理統合がむずかしいと云われていた名古屋市内2販社の合併問題
が具体化して来ており，（昭和一引用者補足）46年9月を目標に現在，話合を続けている」と
いうように，進展がみられたのである31）。
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　実際には，その見通しより少し遅れて，図一2に示されるように，1971年11月に，名古屋
花王と中京花王の経営に参加していたすべての卸店と花王の資本参加によって，花王製品東海
販売株式会社が設立された。資本金は1，000万円で，社長には名古屋花王の八島真弓が就いた。
これにより，名古屋市を中心とする地域販社が実現したことになる。前身の2つの販社は，翌
1972年5月に解散し，名古屋花王の社屋は富美屋（所在地不明）へ，中京花王の社屋は花王石
鹸にそれぞれ売却した32）。
　花王東海は，1972年4月から営業を開始し，同年11月には完成した名古屋流通センターに
入居して新たなスタートを切った。1973年7月にはコンピュータを導入し，1975年には2200
万円に増資している。さらに，1981年7月には，稲沢流通センターの建設にともない，営業
エリアを猪子石営業所（名古屋流通センター2階）と稲沢営業所（名古屋流通センター3階）
に分割し，同年11月に稲沢流通センターが竣工した後稲沢営業所を新しいセンターへ移した。
稲沢流通センターは，名古屋市西部とその周辺（稲沢，一宮ほか）の物流と商流の拠点とされ，
収容能力55，000梱で，コンピュータ制御による自動倉庫システムをもつものであった。花王の
販社としては，後述する石川花王に次ぐ自動倉庫であった33）。
　花王東海では，1983年12月には，花王東海と三河花王の両販社から同距離かつ遠隔である
がために狭間となっていた知多半島の市場を開発するために，東海市名和町に知多出張所を置
いて，直販化のための活動を開始した鋤。
（2）三河花王製品販売と豊橋花王製品販売の設立と経営
①三河花王製品販売
　1968年8月，西三河地方の市場を担当する販社として，花王代理店の大西商店（半田市末
広町），井沢屋（所在地不明）および板倉商店（所在地不明）のほか，この地域に多くの取引
先特約店（B級店）をもつ前述の伊藤伊と永井商事が中心となって，三河花王製品販売株式会
社が設立された。資本金は300万円であり，社長には井沢屋社長の坂田要が就いた35）。
　1969年から70年頃の三河花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，人員は12名
でファミリーストア店数は219であった。これは愛知県の4つの販社のなかでも最も少ない数
であり，直販比率も38％と低めであり，代行店比率が62％と高かった。参加した卸店からの
販売経路の提供が少なかったためとみられよう。平均月商は約1，487万円であるから，小規模
販社の範曜に属する販社であった。
　花王製品の月額1人当り消費額は22円81銭であり，他の愛知県の販社と同様に低い値であっ
た。これに関して，花王石鹸販売部では「三河地区は，有力問屋がなく，B級店が集っている」
としながらも，ライオン歯磨・ライオン油脂の有力代理店でもあった「伊藤伊が強大な力と
なって販社の前に立ちふさがっている」とみている36）。花王石鹸の代理店で販社設立の母体で
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ありながら，競合企業の代理店でもあった有力大手卸店伊藤伊の存在が，愛知県での直販比率
の低さと花王製品の浸透度の低さに影響していたとみられよう。
　なお三河花王でも，1974年9月にはコンピュータを導入してOS化への進展をはかっている。
②豊橋花王製品販売
　三河花王設立2ヶ月後の1968年10月，東三河市場を担当する販社として，植原商店（豊橋
市本町），カネシン商店（同市指笠町），松井市三郎商店（同市萱町）などの花王代理店と千代
鍛冶豊橋営業所が中心となって，この地区のすべての代理店と特約店（B級店）が参加して，
豊橋花王製品販売株式会社が設立された。同社の設立に際しては，この地域でも勢力を保って
いた伊藤伊と永井商事の了解のもとで，両店の取引先特約店も参加することとなった37）。
　資本金は400万円であり，植原商店の植原信義が社長に就いた。1974年には5割増資して
600万円の資本となり，さらに1976年12月の1割増資の際には，第3者割当で花王が資本参
加した。その翌年の1977年7月には，コンピュータを導入している。
　社屋についてみると，会社設立翌年の1969年5月には，豊橋市内の下地町から下五井町に
社屋を移し，1976年にはさらに市内新栄町に移転した38＞。そして，1983年10月には，市内明
海町にコンピュータ制御による完全リストレス・ピッキング・システムを初めて導入した豊橋
流通センターが完成し，豊橋花王も同所に移転した39）。
　1969年から70年頃の豊橋花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，11名の人員で，
でファミリーストアは290店であった。三河花王よりも，その数は多く，直販比率も51％と愛
知県の他の販社よりは高かった。これは，前述のように，この地区のすべての代理店やその特
約店の販売経路と，伊藤伊や永井商事の特約店の販売経路が供出されたことによるとみられよ
う。しかしながら，売上高は約1，266万円であり，愛知県の販社のなかでは最も低い額であった。
ただし，1人当りの花王製品月額消費高は22円86銭と低いが，他の愛知県の販社のいずれよ
りもわずかながら高かった。この豊橋地区では，「伊藤伊の商品を90％扱っている伊藤勇」や
豊岡花王の設立メンバーでもある「千代鍛冶の豊橋営業所が」勢力をもっており40），なかなか
この地区でも販社の販売実績と花王製品の浸透度を高めることは容易ではなかったのであろ
う。
（3）岐阜花王製品販売の設立と経営
　岐阜県では1968年4月に，花王の代理店であった武山助弥商店（岐阜市元町），松惣商店（同
市元町）および油吉（所在地不明）が中心となって，大垣，岐阜，美濃太田の特約店（B級店）
に呼びかけて，岐阜花王製品販売株式会社が設立された41）。参加を呼びかけた地域の特約店の
なかには，伊藤伊や永井商事の取引先の特約店もあった。また，販社へ出資した代理店の松惣
商店も伊藤伊の系列とみられていたが42），伊藤伊や永井商事からの出資はなかった。ただし，
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高山では，伊藤伊や永井商事の取引先特約店を天丸屋（高山市下一之町）の特約店へと移行さ
せるという異例の措置もとられた。設立時の資本金は500万円で，代表取締役社長には武山商
店の武山助弥が就いた。
　岐阜県では，唯一の花王販社であったが，実は他にも販社設立の動きはあったのである。東
濃地区では下広商店（多治見市小路町）と前田商店（中津川市西太田町）が販社を設立する意
向もあったようであるが，収支上の都合でこの構想は実現にいたらなかった。
　岐阜花王設立の7年後の1975年の4月には，下広商店，前田商店（中津川市西太田町），長
瀬薬局（中津川市新町）および天丸屋とそれらの特約店も岐阜花王に参加し，同年8月には，
前述の花王製品東海販売の代行店3店も岐阜花王に参加したことによって，県下を概ねカバー
する体制が実現されたのである。その際900万円に増資し，花王も1割だけ資本参加した。
なお，その前年の1974年9月には新社屋が完成し，翌月の10月にはコンピュータを導入して
いる43）。
　これよりさかのぼるが，1969年から70年頃の岐阜花王の経営状況をみると，表一2に示さ
れるように，17名の人員で，ファミリーストア店数は461であった。直販比率は32％，代行店
比率48％で，その他の販社経由経路すなわち図一1の④，⑤，⑥の経路が20％もあった。売
上高は約1，917万円であるから，いま少しで中規模販社の範疇に入れそうな地位にあったが，
花王製品月額1人当り消費額は22円77銭と低かった。これは，ライオン歯磨・ライオン油脂
の代理店でもあった伊藤伊の勢力がこの地域でも強いことや，この地域のライオン歯磨・ライ
オン油脂代理店の杉村商店（岐阜市戎町）が岐阜県下一円に勢力を保っていたことが影響して
いるとみられる44）。
　また販社以外の経路すなわち図一1の⑦，⑧，⑬の経路の売上実績が販社売上の3分の1近
くの約625万円もあったことも注目される。岐阜県1社の販社でありながら，この時点では，
全県をカバーしきれていなかったことが理解できよう。それゆえに上述のような広い地域の卸
店の参加を求めることが急がれたのであろう。
　その後，岐阜花王では，1976年9月に台風による水害を受けたが，多くの関係者の努力に
よって1週間で復旧させるということもあった。その4年後の1980年6月には，848パレット
の保管能力をもつ自動倉庫を完成させている。
（4）東海花王販売の設立
　図一2に示されるように，1986年4月には，愛知県の3つの販社すなわち豊橋花王，三河
花王，花王東海と岐阜花王および三重県の3つの販社すなわち北勢花王，三重第一花王および
南三重花王の計7販社の対等合併によって，資本金1億80万円の東海花王販売株式会社が設
立された45＞。
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　この広域販社の本店は，名古屋市千種区に置かれたが，豊橋岡崎名古屋，稲沢岐阜，
四日市，上野，津，伊勢の9支店がおかれて，新たなスタートを切ることとなった。
4．富山県・石川県・福井県での販社の設立過程と経営
　北陸地域では，1967年から翌68年にかけて，富山・石川・福井の3県でそれぞれ1県1販
社というように，当初から県単位で1つの地域販社が設立された。以下，それぞれの設立や統
合の過程と経営状況についてみてみることにしたい。
（1）富山花王製品販売の設立と経営状況
　富山花王製品販売株式会社は，1968年7月に，野村米次郎商店（高岡市守山町），佐野商会
（富山市総曲輪），野上商事（同市古鍛冶町），成田商店（同市西三番町），野村兄弟堂高岡店（同
市定塚町）などの有力花王代理店と特約店合計31社の協業化によって設立された。設立時の
資本金は900万円で，野村米次郎が社長に就いた46）。
　1969年から70年にかけての富山花王の経営状況をみると，表一2に示されるように17名の
人員でファミリーストア店数は600店であった。この店数は，これまでみてきた中部地方のい
ずれの販社のそれよりも上回る数である。参加した代理店や特約店が，多くの取引先小売店を
供出したことによるとみられる。しかしながら，直販比率をみると43％とさほど大きくなく，
代行店比率が51％ということであったから，地理や物流の事情により，代行店経由の方が合
理的であった面も残されていたとみられる。平均月商は，約2，384万円と中規模販社の範躊に
属する実績であった。
　富山地区では，営業の担当地域を4地区に分けて，1つの地区ごとに販売目標をたてさせて，
1地区を2～3名で担当させ，そのチームの協力による目標達成を目指す方針をとった。また
毎朝，当日配送する商品の蔵出しから積荷までを全員で作業することとした。こうした目標管
理と協力体制が，平均月商の高い実績を生む大きな力となっていたと思われる。
　花王製品1人当り月額消費高をみると23円10銭であり，前述の愛知県や後述する北陸の他
の2販社の担当地域よりも少しだけ高いが，全国的にみると，やはり花王製品の浸透度が低
かったといえる。富山県では，富山花王の設立に参加した成田商店がライオン歯磨とライオン
油脂の代理店でもあって，競争メーカーの販路を県下一円にもっていた。また同じく富山花王
の設立に参加した野村兄弟堂も，ライオン歯磨の代理店とライオン油脂の特約店（B級店）と
して富岡地区を中心に，販売経路を有していた47）。こうした競争メーカーの販路も，花王製品
の浸透を阻害する要因のひとつであったろう。
（2）石川花王製品販売の設立と経営
　石川県では，富山花王設立前年の1967年8月に，花王石鹸本社と地元の代理店の出資によっ
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て，資本金500万円の石川花王製品販売株式会社が設立された。花王石鹸の出資比率は6α2％
と高く，それ以外に小泉他吉商店（金沢市彦三）や徳野商店（同市近江町）などの代理店が出
資した。社長には小泉商店の小泉清が就いたが，設立翌年の1968年1月には徳野商店の徳野
弥吉に替わっている48）。
　それまで，花王石鹸本社が出資していた販社は，福岡花王商事（1963年9月設立），多喜屋
花王（1966年3月設立），松花商事（1966年3月設立）の初期3販社のほか，九石花王製品販
売（1967年1月設立），宮崎花王製品販売（1967年3月設立），佐賀花王製品販売（1967年3
月設立）などがあったが49），花王石鹸本社によるこれほど高い比率の販社への出資は前例がな
かった。
　金沢市浅野本町を本社として，設立2ヶ月後の1967年10月から営業を開始した。1970年4
月には，金沢市神田町に新社屋を完成して移り，同時に資本金を940万円に増資するとともに，
花王石鹸本社販売部の斉藤智久が社長に就いた。
　1969年から70年頃の石川花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，20名の人員
でファミリーストア店数は800店舗であり，直販比率も58％であった。そのいずれも東海・北
陸地域で最も大きい値であった。これは，石川県の多くの関係代理店が取引先を供出したこと
によると考えられるが，筆頭株主の花王石鹸本社の意向も強くはたらいたとみるべきであろ
う。一方，平均月商をみると，約2，194万円であり，中規模販社の範疇に分類されるが，前述
の富山花王よりも低い実績であった。
　花王製品1人当り月額消費高も22円7銭であり，わずかに富山花王に及ばず，また全国的
にみても低い値であった。石川県では，ライオン油脂代理店の石川ライオン（金沢市小坂町西）
や，ライオンの特約店で金沢市内4社が合併した石川共栄商事（所在地不明）および佐賀村商
会（金沢市彦三）などが販社の競合相手として存在した50）。花王石鹸販売部では，それらのう
ち石川共栄商事が県下一円に販売経路をもち大型スーパーも把握したライバルとして想定して
いるが，他の2社についてはさほど強力な競合相手としてはみていない51）。しかしながら，こ
うした競争メーカーの流通経路を担う卸店の存在も，花王製品の浸透を阻害する大きな要因で
あったろう。
　花王石鹸では，1974年3月から，東京北部，東京多摩東京東部の各花王販社に，キャラ
バン車を導入して以来，各地の販社にこれを導入した52）。石川花王でも1974年10月より，キャ
ラバン車を導入して，市場実態の把握，得意先の新規開拓とフォロー，物流の合理化，販社の
地域PRの4つを重点目標として，活動を開始した。金沢地区を3つの地区に分けて，それぞ
れにキャラバン車を入れて新規開拓に努めた。その結果，同年11月までの2ヶ月間で約120店
の小売店を回訪し，65店との間で新規取引を成立させたという。こうして徐々に花王製品の
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市場浸透をはかっていった。
　1981年4月には，松任市村井町に花王石鹸の石川流通センターが完成し，花王石鹸の金沢
営業所と石川花王販売が入って，営業を再スタートさせた。この流通センターは，コンピュー
タによる自動倉庫を採用し，自動倉庫収容能力は630パレット（約2万梱）であり，全国の花
王販社では18番目の自動倉庫となった53＞。
（3）福井花王製品販売の設立と経営
　石川花王設立の前月にあたる1968年7月に，福井市の野地正大堂（同市佐佳枝上町）や木
戸磯太郎商店（同市佐久良中町）などの代理店の協業化によって，資本金700万円をもって福
井花王製品販売株式会社が設立された54）。社長には，野地正大堂の野地光雄が就いた。
　1969年から70年にかけての福井花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，10名
の人員で369のファミリーストアを擁していた。直販比率は33％と低く，代行店比率が61％と
大きかった。これは，販社の母体となった代理店の経路が依然として活用されていたことを示
している。平均月商は，約1，409万円で，小規模販社の範躊に属する販社であったといえる。
　花王製品の1人月額消費高をみると，わずか18円81銭であり，全国でみてもその値が低い
北陸地区のなかでも最も低い値となっている。福井県では，ライオン歯磨とライオン油脂の代
理店であり花王とは取引のない岩倉商事（福井市小坂町西）が，販売経路を比較的多くもって
おり55），こうした競争メーカーの代理店経路の存在が花王製品の浸透を阻んでいるひとつの要
因であったと推察されよう。
（4）北陸花王販売への統合
　花王石鹸販売部では，1971年3月の時点では，北陸の「3販社の合併の構想もあるが，現
時点では合併のメリットが実現出来るか若干の疑問も残る」として「現状のまま進めて」いく
こととしていた56）。
　図一2に示されるように，1982年4月にいたって，ようやく富山花王，石川花王，福井花
王の各県の3つの地域販社が合併して，北陸花王販売株式会社が誕生した。資本金は，5，560
万円となり，新会社の社長には，5月の株主総会で選任された，旧富山花王社長の高見勇松が
就いた。本社は，石川花王のあった松任市村井町に置かれ，かつての3つの販社はそれぞれ北
陸花王販売の富山支店，金沢支店，福井支店と名称を変更して，新たな営業活動を開始した57）。
1985年6月には，射水市大門町流通センター内に富山支店の自動倉庫を備えた新社屋が完成
し，新たに営業活動を展開した58）。
　なお，その後，図一2に示されるように，北陸花王販売，東海花王販売および静岡花王販売
が1991年7月に合併して，資本金2億1，976万円の中部花王販売が設立された。
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おわりに
　最後に本稿の検討によって確認されことや，明らかにされた諸点を整理しておくことにした
いo
　まず，東海・北陸地域の12販社の合計値を全国販社の合計値のなかでみると，人員数ファ
ミリーストア店数平均月商のいずれも，おおむね1割程度の規模であった。
　第2に，東海・北陸地域では，1967年9月から翌68年10月までの1年あまりの間に，静岡
県と愛知県で各4社，岐阜県，富山県，石川県，福井県で各1社，合計12の販社が設立された。
その設立時の資本金規模は中京花王の1200万円が最大であり，名古屋花王の1，000万円，富山
花王の900万円，福井花王の700万円という順であったが，それ以外の8社は300万円から600
万円の規模であった。
　第3に，設立時の状況についてみると，対象人口でみる市場規模の大きな静岡市や名古屋市
には有力代理店を中心にそれぞれ2つの販社が設立された。その際，まず有力代理店の単独販
社が設立された後，同一地域の複数の代理店や特約店の出資による販社が設立されるという経
過をたどった。それ以外の静岡県と愛知県と他県ではおおむね地域市場ごとに複数の有力代理
店や特約店によって1つの販社が設立された。東海・北陸地域では，唯一，石川花王の設立に
際しては，メーカーである花王石鹸本社の出資があった。しかも，その比率は，60％という大
きさで，全国の販社のなかでも例外的であった。
　第4に，販社の販売状況についてみると，直販比率については，花王石鹸の出資があった石
川花王だけが全国平均の54％よりも高かったが，それ以外はみな全国平均を下回っていた。
平均月商についてみると，三河花王，豊橋花王および福井花王の3社が2，000万円未満の小規
模販社で，中京花王が4，000万円以上の大規模販社であった。そのほかの8社は，その間の中
規模販社であった。また，花王製品月額1人当り消費額をみると，静岡県の販社以外は，全国
平均の28円54銭よりも低い値であった。静岡県では，購買力の高さもあってのことと思われ
るが，36円台から41円台という全国のなかでも特に大きな値であった。静岡県で，新商品の
テスト・マーケティングや先行発売が実施されるのは，こうした花王製品の浸透度の高さと無
関係ではなかろう。
　第5に，合併と統合の過程については，まず同一市場内の2社の合併によって地域販社へ統
合され，次いで，静岡県全体，「愛・三・岐⊥北陸3県で各1社への統合が進められ，最終的
に東海・北陸の6県と三重県の広域販社としての中部花王販売が設立されるにいたった。この
過程で，花王石鹸の資本参加と，情報化と物流システムの近代化の進展もみられた。
　以上のようなこの地域の特徴が，他の地域　とくに東日本地域と比べるとどのように位置づ
けられるのかについて検討するのが，今後の課題である。
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詳細は不明である（前掲『花王販社ヒストリー　岐阜花王製品販売㈱』）。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』99頁。杉村商店の所在地は，ライオン油脂株式会社『代理店名簿　昭和
44年9月1日現在』10頁による。
ここでの東海花王販売に関する叙述は，特に断りのない限り，花王石鹸株式会社r花王販社だより　ひろ
ば』Nα104（1986年5月）26頁および『花王販社変遷図』（作成者・作成年ともに不明）による。
ここでの富山花王製品販売に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　北陸花王製品
販売㈱』（1985年7月2日作成），花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろばjNo．23（1972年9月）6
～7頁および前掲r花王販社変遷図』による。なお野村米次郎商店，佐野商会，野上商事，成田商店，野
村兄弟堂高岡店の所在地は，前掲「東部・西部代理店（A級）名簿』22頁による。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』99頁。なお，成田商店は，大阪の大手問屋の大粧の資本系列とされてい
る。
ここでの石川花王製品販売に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　北陸花王製品
販売㈱』（1985年7月2日作成）および前掲『花王販社変遷図』による。なお小泉他吉商店と徳野商店の
所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』22頁による。
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49）　花王石鹸出資の販社については，花王石鹸本社監理部「販社設立一覧表』（1967年9月1日現在）による。
　　また，福岡花王商事，多喜屋花王，松花商事および九石花王製品販売の設立過程については，佐々木聡「花
　　王初期販社の設立過程と経営状況」（明治大学経営学研究所「経営論集』第55巻第2・3合併号，2008年）
　　を，宮崎花王と佐賀花王の設立過程については，前掲「中国・四国・九州・沖縄地域での花王販社の設立
　　と統合の過程」をそれぞれ参照されたい。
50）　石川ライオンの所在地は前掲『代理店名簿　昭和44年9月1日現在』5頁による。また佐賀村商会の所
　　在地は，前掲「東部・西部代理店（A級）名簿』22頁による。
51）　前掲『販社体制整備5ヶ年計画』99頁。
52）　ここでのキャラバン車の叙述は，花王石鹸株式会社「花王販社だより　ひろば」No．37（1975年1月）26
　　頁および花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば1No．41（1975年9月）9～12頁による。
53）　花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．74（1981年5月）28頁。
54）　ここでの福井花王製品販売に関する叙述は，特に断りのない限り，前掲『花王販社ヒストリー　北陸花王
　　製品販売㈱』および前掲『花王販社変遷図』による。なお野地正大堂と木戸磯太郎商店の所在地は，前掲
　　　『東部・西部代理店（A級）名簿』23頁による。
55）　前掲「販社体制整備5ヶ年計画』100頁。岩倉商事の所在地は，石川ライオンの所在地は前掲『代理店名
　　簿　昭和44年9月1日現在』5頁による。なお，前掲r販社体制整備5ヶ年計画』100頁では，岩倉商事
　　ではなく，岩倉商店と記載されている。
56）　前掲『販社体制整備5ヶ年計画』45頁。
57）　花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．80（1982年5月）29頁。
58）　花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．99（1985年5月）27頁。
【付記】本稿執筆にあたり，花王株式会社社史編纂室の関係者の多大なる御理解と御協力を賜った。記して，
　　感謝の意を表したい。
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This　paper　is　a　part　of　a　series　of　business　historical　analysis　on　Kao　Sales　Companies
（exclusive　wholesale　companies），　and　reviews　the　process　of　establishment　and　integration　of
the　Kao　sales　companies　in　the　Tokai　region（Shizuoka，　Aichi　and　Gifu　prefectures）and
Hokuriku　region（Toyama，　Ishikawa　and　Fukui　prefectures）from　1967　to　1991。　It　examines
the　managerial　outcomes　and　achievernents　of　these　companies．　This　case　study　reveals　the
following　five　major　points．
First，　the　sales　companies　in　Tokai　and　Hokuriku　regions　comprised　about　ten　per　cent　of
the　nationwide　total　in　terms　of　their　number　of　employees，　number　of　retail　stores（called
family　stores）in　their　network，　and　the　average　monthly　sales　amount．
Second，　twelve　sales　companies　were　established　altogether　in　Tokai　and　Hokuriku　regions
from　September　1967　to　October　1968；that　is，　four　companies　each　in　Shizuoka　and　Aichi
prefectures，　and　one　company　each　in　Gifu，　Toyama，　Ishikawa　and　Fukui　prefectures．　With
respect　to　the　initial　capitalization　of　sales　companies　in　these　areas，　the　largest　company
was　Chukyo　Kao（Aichi　Prefecture），　with　capital　of　twelve　million　yen．　This　was　followed　by
Nagoya　Kao（Aichi）at　ten　million　yen，　Toyama　Kao　at　nine　million　yen，　and　Fukui　Kao　at
seven　million　yen．　Initial　capitalization　at　the　other　eight　companies　ranged　from　three　to　six
million　yen．
Third，　in　Shizuoka　City　and　Nagoya　City，　where　the　scale　of　the　market　was　relatively　large，
two　sales　companies　were　established　in　each　city．　In　each　case，　the　first　sales　company　was
established　by　the　mos’t　powerful　agent　in　the　region，　and　the・second　company　was
established　cQoperatively　by　several　smaller　agents　and　secondary　wholesalers　in　the　same
region．　Only　at　the　establishment　of　Ishikawa　Kao　did　Kao　headquarters　invest　its　own
funds．　Kao　headquarters’share　of　the　initial　capital　was　over　sixty　per　cent．　Such　high　rate
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of　investment　was　exceptional　for　sales　companies　nationally．
Fourth，　though　the　direct　sales　ratio　at　Ishikawa　Kao　was　over　the　national　average，　the
ratios　of　all　other　sales　companies　in　the　Tokai　and　Hokuriku　regions　were　below　the
national　average．　As　for　the　monthly　sales　total，　of　the　twelve　sales　companies　in　these
regiolls，　only　Chukyo　Kao　averaged　over　forty　million　yen．　Three　other　sales　companies
（Mikawa　Kao，　Toyohashi　Kao　and　Fukui　Kao）had　average　monthly　sales　totals　below　twenty
million　yen，　and　other　eight　sales　companies　ranged　between　twenty　and　forty　million　yeh．
Monthly　consumption　of　Kao　products　per　capita　in　these　regions　was　below　the　national
average　of　28．54　yen，　except　for　Shizuoka　Prefecture．　The　monthly　consumption　in　Shizuoka
Prefecture　ranged　from　36　yen　to　41　yen，　the　highest　level　in　the　nation．　This　may　be
attributed　in　part　to　relatively　high　purchasing　power　in　the　prefecture．　This　high　level　of
consumption　may　also　explain　why　test　marketing　and　sale　of　new　products　often　took　place
in　Shizuoka．
The　fifth　point　concerns　the　integration　of　sales　companie昌．　At　first，　the　two　sales　companies
in　the　common　market　merged　into　a　single　company　in　Shizuoka　City　and　Nagoya　City　in
the　l970s．　Next，　the　three　sales　companies　in　Toyama，　Ishikawa　and　Fukui　prefectures　were
merged　into　Hokuriku　Kao　Sales　Company　in　April　1982．　After　that，　the　three　companies　in
Aichi，　one　company　in　Gifu　and　three　companies　in　Mie　were　merged　lnto　Tokai　Kao　Sales
Company　in　April　l986．　Furthermore，　three　companies　in　Shizuoka　Prefecture　were　merged
into　a　single　Shizuoka　Kao　Sales　Company　in　May　1987，　In　July　1991，　Shizuoka　Kao，　Tokai
Kao　and　Hokuriku　Kao　were　merged　into　Chubu　Kao　Sales　Company，　During　this　process　of
integration　of　sales　companies　to　cover　broader　territories，　Kao　headquarters　gradually
increased　its　investment　in　the　sales　companies，　and　sales　companies　introduced　computers
and　modernized　their　distribution　systems．
